別紙様式第2号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
特定非営利活動法人
水産業・漁村活性化推進機構
理事長　　長屋　信博　殿

住　　所
名　　称

代表者名　　　　　　　　　　印

　　
平成　年度補正予算水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業助成金により
取得する漁船に係る処分（担保の設定）について
　　
　標記について、「水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業　業務細則」（平成28年10　月21日特定非営利活動法人水産業・漁村活性化推進機構制定）の４．（１）の規定に基づき、次のとおり、協議します。
１　処　分　の　種　類　　　　　担保の設定
２　抵当権の設定金融機関名　　　○○銀行、○○信用金庫、○○公庫etc.

３　借　　　入　　　金　　　　　○○○，○○○，○○○円
４　処分の概要
	リース事業者名
	所在地
※漁船借受者の氏名又は名称及び住所
並びに計画番号を記入すること

	
	

	漁　業　種　類
	漁船登録番号
及び漁業許可番号

	
	

	補助年度
	補助金交付
申請額
	総事業費
（補助対象経費）
	処分制限期間
（Ａ）
	経過年数
（Ｂ）
（注１）
	残存年数
（Ａ－Ｂ）
（注１）

	　年
	円
	円
	　　年
	　　年
ヶ月
	　年
ヶ月

	経緯及び処分の理由

	処分（担保の設定）予定年月日
（注２）

	※該当するものに○を付す。
　・　補助財産を取得する資金の確保のため。
　・　補助事業者の事業の資金繰りのため（当該担保設定を行わなければ事業の継続ができず、かつ返済の見込みがあるもの）。

	


添付資料
・交付決定通知後に担保を設定しようとする場合は交付決定通知書及び額の確定通知書の各写し
（注１）交付申請時において担保を設定済みの場合は、経過年数（Ｂ）は　年　ヶ月、残存年
数（Ａ－Ｂ）は　年　ヶ月となる。
交付決定通知後に担保を設定しようとする場合は、経過年数（Ｂ）は交付決定通知から
下右欄の処分（担保の設定）予定年月日までの経過期間、残存年数（Ａ－Ｂ）はその余
りの期間となる。
（注２）交付申請時において担保を設定済みの場合は交付申請日、交付決定通知後に担保を設
定しようとする場合は担保設定予定日とする。

